
市議会９月定例会で審議した議案等 

議案番号 件  名 概  要 提出者 審議結果 

市報第４号 令和５年度決算に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率の報

告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に

基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字

比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び公営企業

会計の資金不足比率の報告 

市長 報告・質疑のみ 

市議第８号 令和６年４月１日以降における

遺族扶助料の年額の改定に関す

る条例 

恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令及び

恩給法等の一部を改正する法律の年金たる給付等を

定める政令の一部を改正する政令の施行に伴い、伊東

市職員退職等による給与金支給条例に基づき給付す

る遺族扶助料について、令和６年４月１日以降の給付

額を定めるため、新たに条例を制定するもの 

市長 
全会一致で 

可決 

市議第９号 伊東市税賦課徴収条例の一部を

改正する条例 

温泉資源の保護及び活用並びにさらなる観光振興施

策に取り組むための財源とするため、宿泊に係る入湯

税を現行の１５０円から３００円に引き上げるとと

もに、免税対象者を拡大するための規定を整備するも

の 

市長 
賛成多数で 

可決 

市議第１０号 伊東市国民健康保険条例の一部

を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の施

行により、被保険者証が廃止されることに伴い、国民

健康保険法における被保険者証の返還に応じない者

に対する過料の規定が削除されることから、本条例に

おける被保険者証の返還に応じない者に対する罰則

規定を削除する等の改正 

市長 
全会一致で 

可決 

市議第１１号 

～ 

市議第２１号 

住民票の写し等の交付に関する

事務の委託の廃止に係る協議に

ついて 

駿豆地区８市４町で実施している、住民票の写し等の

交付に係る相互事務委託事業について、マイナンバー

カードの普及や戸籍システムのネットワーク化等に

より相互事務委託の必要性がなくなってきたこと等

から、委託廃止の協議について議決を求めるもの 

市長 
賛成多数で 

可決 

市議第２２号 静岡県後期高齢者医療広域連合

規約の変更について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の施

行により、被保険者証が廃止されることに伴い、静岡

県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更するこ

とについて、地方自治法の規定により、議会の議決を

求めるもの 

市長 
全会一致で 

可決 

市議第２３号 令和５年度伊東市下水道事業会

計未処分利益剰余金の処分につ

いて 

令和５年度伊東市下水道事業会計未処分利益剰余金

１億３，８４２万１，４７７円のうち、５，７２４万

６，６１２円を減債積立金へ積み立て、残りの８，１

１７万４，８６５円を資本金へ組み入れることについ

て、地方公営企業法の規定により、議会の議決を求め

るもの 

市長 
全会一致で 

可決 

市議第２４号 令和６年度伊東市一般会計補正

予算（第３号） 

予防接種事業における新型コロナウイルスワクチン

定期接種化に伴う経費の追加をはじめとする各種事

業経費の追加及び令和５年度事業費確定に伴う国県

支出返還金等の追加並びに基金への積立てなど、９億

４，１２４万６，０００円の追加 

市長 
賛成多数で 

可決 



市議第２５号 令和６年度伊東市競輪事業特別

会計補正予算（第１号） 

選手賞金や出場手当の増額をはじめ、開催運営委託に

おけるインセンティブ増に伴う委託料の増額のほか、

地方公共団体金融機構納付金の増額など８億３，５０

０万円の追加 

市長 
全会一致で 

可決 

市議第２６号 令和６年度伊東市国民健康保険

事業特別会計補正予算（第１号） 

令和６年１２月２日から被保険者証が廃止されるこ

とにより、資格確認書の交付を開始するためのシステ

ム改修経費など７９３万２，０００円の追加 

市長 

全会一致で 

可決 

市議第２７号 令和６年度伊東市下水道事業会

計補正予算（第１号） 

中継ポンプ場、湯川終末処理場、荻・十足処理区マン

ホールポンプ、かわせみ浄化センターの４施設におけ

る、令和７年度から令和９年度及び令和１０年６月ま

での施設維持管理業務を委託するに当たり、今年度中

に業者選定を行うための債務負担行為の追加 

市長 

 

全会一致で 

可決 

市認第５号 

～ 

市認第１４号 

令和５年度伊東市一般会計歳入

歳出決算、特別会計歳入歳出決

算６件、企業会計決算３件 

地方自治法第９６条第１項第３号に基づく各会計の

令和５年度歳入歳出決算の認定 
市長 

 

下表をご覧く

ださい 

市選第１号 教育委員会委員任命の同意につ

いて 

秋山佳輝氏（新任） 
市長 

全会一致で 

任命に同意 

市選第２号 監査委員選任の同意について 鈴木將敬氏（新任） 

市長 
全会一致で 

選任に同意 

市諮第１号 人権擁護委員候補者の推薦につ

いて 

米澤義正氏（新任） 

市長 
全会一致で 

推薦に同意 

発議第２号 予算・決算特別委員会設置につ

いて 

一般会計に係る予算及び決算議案の一体的な審査を

目的とした特別委員会の設置 

議員 

９名※ 

全会一致で 

可決 

発議第３号 地震財特法の延長に関する意見

書 

内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚

生労働大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、内閣府特

命担当大臣（防災）、衆議院議長及び参議院議長に提出 

議員 

９名※ 

全会一致で 

可決 

※各会派代表者及び会派に所属していない議員全員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和５年度 一般会計・特別会計・企業会計決算   

   ◎全会一致で認定 ○賛成多数で認定 
       

一般会計決算      

歳入 歳出 
審議 

結果 

330 億 9,174 万円 315 億 2,537 万円 ○ 
       

特別会計決算      

会計 歳入 歳出 
審議 

結果 

競輪事業 345 億 4,657 万円 336 億 9,592 万円 ◎ 

国民健康保険事業 84 億 8,233 万円 83 億 7,003 万円 ◎ 

土地取得 3,941 万円 3,930 万円 ◎ 

霊園事業 3,285 万円 3,257 万円 ◎ 

介護保険事業 93 億 844 万円 91 億 6,156 万円 ◎ 

後期高齢者医療 24 億 2,313 万円 23 億 9,388 万円 ◎ 

合計 548 億 3,273 万円 536 億 9,327 万円 ◎ 

※計数は、それぞれ１万円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない。 

       

公営企業会計決算      

区分 収入 支出 
審議 

結果 

病院事業 
収益的収支 4 億 2,334 万円 3 億 5,705 万円 

○ 
資本的収支 1億 330 万円 1 億 6,420 万円 

下水道事業 
収益的収支 16 億 4,944 万円 15 億 9,308 万円 

◎ 
資本的収支 6 億 4,770 万円 11 億 4,920 万円 

水道事業 
収益的収支 16 億 470 万円 15 億 6,934 万円 

◎ 
資本的収支 3 億 5,954 万円 10 億 3,474 万円 

       

 

 

 

 

 


